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独立行政法人福祉医療機構中期目標 

 

平成 20 年 2 月 29 日付 

厚生労働省発社援第 0229002 号指示 

変更：平成 22 年 0 月 00 日付 

厚生労働省発社援第 0000000 号指示 

 

独立行政法人福祉医療機構は、国の福祉政策及び医療政

策と密接に連携しつつ、貸付その他の公共性の高い多様な

事業を公正かつ総合的に実施することにより、わが国の福

祉の増進並びに医療の普及及び向上に貢献することが期

待されている。 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２

９条第１項の規定に基づき、独立行政法人福祉医療機構が

達成すべき業務運営に関する目標を次のように定める。 

 

 

 

 

平成２２年  月  日 

 

厚 生 労 働 大 臣 

長  妻  昭 

 

 

独立行政法人福祉医療機構中期目標 

 

平成 20 年 2 月 29 日付 

厚生労働省発社援第 0229002 号指示 

 

 

 

独立行政法人福祉医療機構は、国の福祉政策及び医療政

策と密接に連携しつつ、貸付その他の公共性の高い多様な

事業を公正かつ総合的に実施することにより、わが国の福

祉の増進並びに医療の普及及び向上に貢献することが期

待されている。 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２

９条第１項の規定に基づき、独立行政法人福祉医療機構が

達成すべき業務運営に関する目標を次のように定める。 

 

 

 

 

平成２０年２月２９日 

 

厚 生 労 働 大 臣 

舛 添  要 一

 

独立行政法人福祉医療機構中期計画 

 

平成 20 年 3 月 31 日付 

厚生労働省発社援第 0331001 号認可 

変更：平成 22 年 0 月 00 日付 

厚生労働省発社援第 0000000 号認可 

 

独立行政法人福祉医療機構は、国の政策と連携した福祉

医療分野の事業等を通じ、国民に信頼される総合的支援機

関として、引き続き適切な業務運営に努めることとする。 

 

 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第

２９条第１項の規定に基づき、平成２０年２月２９日付

けをもって厚生労働大臣から指示のあった独立行政法人

福祉医療機構中期目標を達成するため、同法第３０条の

規定に基づき、次のとおり、独立行政法人福祉医療機構

中期計画を作成する。 

 

平成２０年２月２９日 

 

独立行政法人福祉医療機構 

理事長 山 口  剛 彦 

 

独立行政法人福祉医療機構中期計画 

 

平成 20 年 3 月 31 日付 

厚生労働省発社援第 0331001 号認可 

 

 

 

独立行政法人福祉医療機構は、国の政策と連携した福祉

医療分野の事業等を通じ、国民に信頼される総合的支援機

関として、引き続き適切な業務運営に努めることとする。

 

 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第

２９条第１項の規定に基づき、平成２０年２月２９日付

けをもって厚生労働大臣から指示のあった独立行政法人

福祉医療機構中期目標を達成するため、同法第３０条の

規定に基づき、次のとおり、独立行政法人福祉医療機構

中期計画を作成する。 

 

平成２０年２月２９日 

 

独立行政法人福祉医療機構 

理事長 山 口  剛 彦 
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第４  業務の質の向上に関する事項 

 

通則法第２９条第２項第３号の国民に対して提供す

るサービスその他の業務の質の向上に関する事項は、

次のとおりとする。 

 

 

第４  業務の質の向上に関する事項 

 

通則法第２９条第２項第３号の国民に対して提供す

るサービスその他の業務の質の向上に関する事項は、

次のとおりとする。 

 

 

第３  業務の質の向上に関する目標を達成するために

とるべき措置 

通則法第３０条第２項第２号の国民に対して提供す

るサービスその他の業務の質の向上に関する事項は、

次のとおりとする。 

 

 

第３  業務の質の向上に関する目標を達成するために

とるべき措置 

通則法第３０条第２項第２号の国民に対して提供す

るサービスその他の業務の質の向上に関する事項は、

次のとおりとする。 

 

 

５ 社会福祉振興助成事業（仮称） 

 

平成２２年度から実施する社会福祉振興助成事業

（以下「助成事業」という。）については、国から

の補助金の交付を受け、高齢者・障害者が自立した

生活を送れるよう、また、子どもたちが健やかに安

心して成長できるよう支援すること等を目的とし

て、民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ

細かな活動等に対し、効果的な資金助成を行うため、

以下の点に特に留意してその適正な実施に努めるこ

と。 

 

 

 

５ 長寿・子育て・障害者基金事業（透明で公正な助

成の実施） 

長寿・子育て・障害者基金事業については、国か

ら出資を受けた長寿・子育て・障害者基金の運用益

（独立行政法人福祉医療機構法の一部を改正する法

律（平成１６年法律第１３９号）による改正後の独

立行政法人福祉医療機構法（平成１４年法律第１６

６号）附則第１１条第１項に基づく場合にあっては、

基金の一部を取り崩すことにより得られた利益とす

る。）を用いて、独創的・先駆的な活動など民間の

創意工夫を活かしたボランティア団体等における自

発的な福祉活動に対し、次に掲げる方針の下で、効

果的に資金助成を行うことにより、多様な福祉ニー

ズに対応できる社会環境の醸成に努めること。 

 

 

５ 社会福祉振興助成事業（仮称） 

 

平成２２年度から実施する社会福祉振興助成事業

（以下「助成事業」という。）については、国から

の補助金の交付を受け、高齢者・障害者が自立した

生活を送れるよう、また、子どもたちが健やかに安

心して成長できるよう支援すること等を目的とし

て、民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ

細かな活動等に対し、効果的な資金助成を行うため、

以下の点に特に留意してその適正な実施に努める。 

 

 

５ 長寿・子育て・障害者基金事業（透明で公正な助

成の実施） 

長寿・子育て・障害者基金事業については、国か

ら出資を受けた長寿・子育て・障害者基金の運用益

（独立行政法人福祉医療機構法の一部を改正する法

律（平成１６年法律第１３９号）による改正後の独

立行政法人福祉医療機構法（平成１４年法律第１６

６号）附則第１１条第１項に基づく場合にあっては、

基金の一部を取り崩すことにより得られた利益とす

る。）を用いて、独創的・先駆的な活動など民間の

創意工夫を活かしたボランティア団体等における自

発的な福祉活動に対し、次に掲げる方針の下で、効

果的に資金助成を行うことにより、多様な福祉ニー

ズに対応できる社会環境の醸成に努める。 

 

 

（１）!助成事業の募集に当たっては、国が定める助成 

対象事業を踏まえ、毎年度、助成方針を定め公表

すること。その際、制度改革等により変化する政

策課題や多様化する国民ニーズに即した助成を行

うため、毎年度、重点的に助成する分野を国と協

議のうえ設定し、助成方針に明記すること。 

 

 

 

（１）!長寿・子育て・障害者基金の助成事業（以下「基

金助成事業」という。）の募集に当たっては、毎

年度、助成方針を定め公表すること。その際、制

度改革等により変化する政策課題や多様化する国

民ニーズに即して、毎年度、各基金ごとに、同事

業の目的にふさわしい重点助成分野を国と協議の

うえ設定し、助成方針に明記すること。 

 また、幅広く助成配分する観点から、重点助成

分野の見直しを行う等、事業内容の特性に配慮し

つつ、助成事業の固定化回避に努めること。 

 

 

 

（１）助成事業の募集に当たっては、国が定める助成

対象事業を踏まえ、制度改革等により変化する政

策課題や多様化する国民ニーズに即した助成を行

うため、毎年度、重点的に助成する分野を国と協

議のうえ設定し、募集要領等に明記し、公表する。 

 

 

 

（１）長寿・子育て・障害者基金の助成事業（以下「基

金助成事業」という。）の募集に当たっては、毎

年度、外部有識者からなる基金事業審査・評価委

員会（以下「審査・評価委員会」という。）にお

いて、前年度に実施した事後評価結果等を踏まえ、

助成方針を定め、募集要領等に明記する。 

その際、毎年度、各基金ごとに設定した重点助

成分野についても、併せて募集要領等に明記する。

また、基金で幅広く助成配分する観点から、必

要性や効果を十分考慮し、事業内容の特性に配慮

しつつ、助成事業の固定化回避に努める。 

 

 

（２）助成事業の選定については、毎年度、外部有識

者からなる委員会において、選定方針を定め、公

正に選定を行うなど、客観性及び透明性の確保を

図ること。 

 

また、事業内容の特性に配慮しつつ、助成事業

の固定化回避に努めること。 

 

（２）基金助成事業の選定については、毎年度、選定

方針を定め、外部有識者からなる委員会において

公正に選定を行うなど、客観性及び透明性の確保

を図ること。 

 

 

（２）助成事業の選定については、毎年度、外部有識

者からなる社会福祉振興助成事業審査・評価委員

会（以下「審査・評価委員会」という。）におい

て、選定方針を策定するとともに、当該選定方針

に基づいて審査し、採択する。 

 

また、選定方針の策定に当たっては、事業の必

 

（２）!基金助成事業の選定については、毎年度、審査・

評価委員会において、選定方針を策定するととも

に、当該選定方針に基づいて審査し、採択を行う。

この際、以下の方針を助成方針に明記し、当方

針に基づき審査・採択を行う。 

なお、地域の実情に即したきめ細かな事業の推

薦に均一性を確保するため、毎年、事務説明会を
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 要性やその効果、継続能力等の観点や事業内容の

特性に配慮しつつ固定化回避に努める。 

 

開くほか、必要に応じて事務指導を行う。 

・ 地域における独創的・先駆的事業及び地域の

実情に即したきめ細かな事業については、事業

継続の能力及び意向を重視した審査、選定を行

い、事後評価において、中期目標期間内に、特

別な場合を除き、平均して８５%以上の事業が

助成終了後も継続されること。 

・ 全国的な効果を期待して実施する事業につい

ては、より一層厳格な審査を行うとともに、地

域における独創的・先駆的事業及び地域の実情

に即したきめ細かな事業について、優先的な採

択を行うことにより、特別な場合を除き、全助

成件数の８０%以上が独創的・先駆的事業等で

あること。 

 

 

（３）全助成件数の８０％以上が特定非営利活動法人、

非営利の任意団体が行う事業とする。 

  

 

（３）助成事業の申請等の事務負担を軽減するため、

各種提出書類の電子化などを行うこと。 

 

 

（３）助成事業交付申請等に当たっての事務負担の軽

減を図るため、各種提出書類の電子化などを行う

こと。 

 

 

（４）助成先団体等の事務負担の軽減を図るため、各

種提出書類の電子化などを行う。 

 

 

（３）助成先団体等の事務負担の軽減を図るため、各

種提出書類の電子化などを行う。 

 

 

（５）助成金の申請の受理から助成決定までの平均処

理期間を３０日以内とする。 

 

 

（４）助成交付申請の受理から交付決定までの平均処

理期間を３０日以内とする。 

 

 

（４）基金の運用については、安全かつ確実な方法に

よる運用を基本としながらも可能な限り運用効率

を高めるよう努めること。 

 

 

（５）安全で安定的な運用収益を確実に上げるための

運用方法を検討し、計画的に導入する。 

 

 

（６）経済情勢や市場状況に関する情報を不断に把握

し、安全確実で、かつ、効率的な運用を行い、長

期金利の指標である国債の平均金利を上回る運用

収益を上げる。 

 

６ 長寿・子育て・障害者基金事業（事後評価と助成

事業の成果の普及） 

６ 長寿・子育て・障害者基金事業（事後評価と助成

事業の成果の普及） 

 

（４）助成した事業の事後評価については、毎年度、

外部有識者からなる委員会において、評価方針を

定め、効率的かつ効果的な評価を行うこと。また、

事後評価結果を選定方針の改正等に適正に反映す

ること。 

 

（１）助成した事業の事後評価制度については、毎年

度、評価すべき重点事項を定めた評価方針を定め、

効率的かつ効果的な運営を行い、事後評価の結果

を助成制度の改善に適正に反映すること。 

 

 

（６）助成した事業の事後評価については、毎年度、

審査・評価委員会において、評価方針を定め、効

率的かつ効果的な評価を行う。 

 また、事後評価の結果を選定方針の改正に適正

に反映する。 

 

 

（１）事後評価制度の効率的かつ効果的な運用を図る

ため、毎年度、評価すべき重点事項を定めた事後

評価方針を定め、当方針に基づき事後評価を実施

する。 
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（５）助成事業の成果が、助成先団体が行う事業の発

展・充実に繋がるよう、適切な相談・助言に努め

ること。 

 

 

 

（２）活動団体の応募機会の確保に努めるとともに、

活動団体が利用し易い基金助成制度とするため、

事後評価の結果を踏まえて、制度の継続的な改善

を行うこと。 

 

 

（７）助成事業の成果が、助成先団体が行う事業の発

展・充実に繋がるよう、適切な相談・助言に努め

る。 

なお、的確な相談・助言等ができるよう、職員

の専門性の向上に努める。 

 

（８）助成事業を通じ、新たに他団体・関係機関等と

の連携等の効果があった事業を８０%以上とす

る。 

 

（９）助成事業の内容を踏まえ、助成事業が対象とし

た利用者の満足度を７０%以上とする。 

 

 

（２）事後評価の結果は、速やかに公表するとともに、

活動団体が利用し易い基金助成制度とするため、

募集要領、選定方針等に反映するなど、基金助成

制度の継続的な改善に活用する。 

 

 

（３）基金助成事業の助成対象は特定非営利活動法人

等組織基盤が脆弱な団体が多いことを踏まえ、事

業活動に関する相談の充実に努めること。 

 

 

（３）職員の専門性を高めることにより、助成団体の

事業実施に対し的確な助言ができるように努め

る。 

 

  

（４）助成事業の事後評価後においても、活動団体の

継続的な状況の把握に努める。 

 

 

（６）事後評価の結果を踏まえ、事業効果の高い事業

等の周知とその効果的な普及を推進すること。 

 

 

（４）事後評価等の結果を踏まえ、事業効果の高い事

業等の周知とその効果的な普及を推進すること。

 

 

（10）事後評価結果等を踏まえ、事業効果の高い優れ

た助成事業等を公表するとともに、助成事業報告

会や助成事業説明会を中期目標期間内に１５回以

上開催するなど効果的な普及を行う。 

 

 

 

（５）事後評価結果等を踏まえ、事業効果の高い優れ

た助成事業等を公表し、広く周知を行うほか、他

の助成団体等との情報の共有化等を行う。 

 

 

（６）事業効果の高い優れた事業については、効果的

な普及を行う。このため、助成事業説明会や報告

会並びに相談会を中期目標期間内に１５回以上開

催する。 
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第３ 業務運営の効率化に関する事項 

通則法第２９条第２項第２号の業務運営の効率化に

関する事項は、次のとおりとする。 

 

 

第３ 業務運営の効率化に関する事項 

通則法第２９条第２項第２号の業務運営の効率化に

関する事項は、次のとおりとする。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため

にとるべき措置 

独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第

３０条第２項第１号の業務運営の効率化に関する事項

は、次のとおりとする。 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため

にとるべき措置 

独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第

３０条第２項第１号の業務運営の効率化に関する事項

は、次のとおりとする。 

２ 経費の節減 

（３）一般管理費、人件費及び業務経費（退職手当金、

社会福祉事業に関する調査研究、知識の普及及び

研修に係る経費、承継年金住宅融資等債権管理回

収業務に係る金融機関及び債権回収会社への業務

委託費及び抵当権移転登記経費並びに承継教育資

金貸付けあっせん業務に係る経費を除く。）につ

いては、効率的な利用に努め、中期目標期間の最

終事業年度において、平成１９年度予算と比べて

１５.５%程度の額を節減すること。 

人件費については、「簡素で効率的な政府を実

現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成１８年法律第４７号）に基づき、平成１８年度

以降の５年間で、平成１７年度を基準（ただし、

平成１８年度に承継された年金住宅融資等債権管

理回収業務及び教育資金貸付けあっせん業務に係

る２勘定については、平成１８年４月１日に在職

する人員及びこれを前提として支払われるべき人

件費を基準）として５％以上を削減すること。 

さらに、経済財政運営と構造改革に関する基本

方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定）に

基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革

を平成２３年度まで継続すること。 

併せて、機構の給与水準について、以下のよう

な観点からの検証を行い、その検証結果や取組状

況については公表するものとすること。 

① 職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮し

てもなお国家公務員の給与水準を上回っていな

いか。 

② 職員に占める管理職割合が高いなど、給与水

準が高い原因について、是正の余地はないか。 

③ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、

類似の業務を行っている民間事業者の給与水準

等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか十

分な説明ができるか。 

④ その他、給与水準についての説明が十分に国

民の理解の得られるものとなっているか。 

 

２ 経費の節減 

（３）一般管理費、人件費及び業務経費（退職手当金、

承継年金住宅融資等債権管理回収業務に係る金融

機関及び債権回収会社への業務委託費及び抵当権

移転登記経費並びに承継教育資金貸付けあっせん

業務に係る経費を除く。）については、効率的な

利用に努め、中期目標期間の最終事業年度におい

て、平成１９年度予算と比べて１５.５%程度の額

を節減すること。 

 

人件費については、「簡素で効率的な政府を実

現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成１８年法律第４７号）に基づき、平成１８年度

以降の５年間で、平成１７年度を基準（ただし、

平成１８年度に承継された年金住宅融資等債権管

理回収業務及び教育資金貸付けあっせん業務に係

る２勘定については、平成１８年４月１日に在職

する人員及びこれを前提として支払われるべき人

件費を基準）として５％以上を削減すること。 

さらに、経済財政運営と構造改革に関する基本

方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定）に

基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革

を平成２３年度まで継続すること。 

併せて、機構の給与水準について、以下のよう

な観点からの検証を行い、その検証結果や取組状

況については公表するものとすること。 

① 職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮し

てもなお国家公務員の給与水準を上回っていな

いか。 

② 職員に占める管理職割合が高いなど、給与水

準が高い原因について、是正の余地はないか。

③ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、

類似の業務を行っている民間事業者の給与水準

等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか十

分な説明ができるか。 

④ その他、給与水準についての説明が十分に国

民の理解の得られるものとなっているか。 

２ 経費の節減 

（４）一般管理費、人件費及び業務経費（退職手当金、

社会福祉事業に関する調査研究、知識の普及及び

研修に係る経費、承継年金住宅融資等債権管理回

収業務に係る金融機関及び債権回収会社への業務

委託費及び抵当権移転登記経費並びに承継教育資

金貸付けあっせん業務に係る経費を除く。）につ

いては、効率的な利用に努め、中期目標期間の最

終事業年度において、平成１９年度予算と比べて

１５.５%程度の額を節減する。 

人件費については、「簡素で効率的な政府を実

現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成１８年法律第４７号）に基づき、平成１８年度

以降の５年間で、平成１７年度を基準（ただし、

平成１８年度に承継された年金住宅融資等債権管

理回収業務及び教育資金貸付けあっせん業務に係

る２勘定については、平成１８年4月1日に在職す

る人員及びこれを前提として支払われるべき人件

費を基準）として５％以上を削減する。 

さらに、経済財政運営と構造改革に関する基本

方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定）に

基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革

を平成２３年度まで継続する。 

併せて、機構の給与水準について、以下のよう

な観点からの検証を行い、これを維持する合理的

な理由がない場合には必要な措置を講ずることに

より、給与水準の適正化に速やかに取り組むとと

もに、その検証結果や取組状況については公表す

るものとする。 

① 職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮し

てもなお国家公務員の給与水準を上回っていな

いか。 

② 職員に占める管理職割合が高いなど、給与水

準が高い原因について、是正の余地はないか。 

③ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、

類似の業務を行っている民間事業者の給与水準

等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか十

分な説明ができるか。 

④ その他、給与水準についての説明が十分に国

民の理解の得られるものとなっているか。 

２ 経費の節減 

（４）一般管理費、人件費及び業務経費（退職手当金、

承継年金住宅融資等債権管理回収業務に係る金融

機関及び債権回収会社への業務委託費及び抵当権

移転登記経費並びに承継教育資金貸付けあっせん

業務に係る経費を除く。）については、効率的な

利用に努め、中期目標期間の最終事業年度におい

て、平成１９年度予算と比べて１５.５%程度の額

を節減する。 

 

人件費については、「簡素で効率的な政府を実

現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成１８年法律第４７号）に基づき、平成１８年度

以降の５年間で、平成１７年度を基準（ただし、

平成１８年度に承継された年金住宅融資等債権管

理回収業務及び教育資金貸付けあっせん業務に係

る２勘定については、平成１８年4月1日に在職す

る人員及びこれを前提として支払われるべき人件

費を基準）として５％以上を削減する。 

さらに、経済財政運営と構造改革に関する基本

方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定）に

基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革

を平成２３年度まで継続する。 

併せて、機構の給与水準について、以下のよう

な観点からの検証を行い、これを維持する合理的

な理由がない場合には必要な措置を講ずることに

より、給与水準の適正化に速やかに取り組むとと

もに、その検証結果や取組状況については公表す

るものとする。 

① 職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮し

てもなお国家公務員の給与水準を上回っていな

いか。 

② 職員に占める管理職割合が高いなど、給与水

準が高い原因について、是正の余地はないか。

③ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、

類似の業務を行っている民間事業者の給与水準

等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか十

分な説明ができるか。 

④ その他、給与水準についての説明が十分に国

民の理解の得られるものとなっているか。 
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第５  財務内容の改善に関する事項 

通則法第２９条第２項第４号の財務内容の改善に関

する目標は、次のとおりとする。 

 

 

第５  財務内容の改善に関する事項 

通則法第２９条第２項第４号の財務内容の改善に関

する目標は、次のとおりとする。 

 

 

第７ 剰余金の使途 

・ 全勘定に共通する事項 

業務改善にかかる支出のための原資 

職員の資質向上のための研修等の財源 

 

 

 

・ 労災年金担保貸付勘定に係る事項 

将来の資金需要の増加に対処するための貸付

原資 

 

 

第７ 剰余金の使途 

・ 全勘定に共通する事項 

業務改善にかかる支出のための原資 

職員の資質向上のための研修等の財源 

・ 長寿・子育て・障害者基金勘定に係る事項 

剰余金が生じた年度の翌年度以降の助成の業

務の財源 

・ 労災年金担保貸付勘定に係る事項 

将来の資金需要の増加に対処するための貸付

原資 

 

 

第６ その他業務運営に関する重要事項 

通則法第２９条第２項第５号のその他業務運営に関

する重要目標は、次のとおりとする。 

 

 

第６ その他業務運営に関する重要事項 

通則法第２９条第２項第５号のその他業務運営に関

する重要目標は、次のとおりとする。 

 

 

第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

独立行政法人福祉医療機構の業務運営並びに財務及

び会計に関する省令（平成１５年厚生労働省令第１４

８号）第４条の業務運営に関する事項は、次のとおり

とする。 

３ 積立金の処分に関する事項 

前期中期目標の期間の最終事業年度において、独

立行政法人通則法第４４条の処理を行ってなお積立

金があるときは、その額に相当する金額のうち厚生

労働大臣の承認を受けた金額について、自己収入財

源で取得し、当期へ繰り越した固定資産の減価償却

に充てることとする。 

 

 

第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

独立行政法人福祉医療機構の業務運営並びに財務及

び会計に関する省令（平成１５年厚生労働省令第１４

８号）第４条の業務運営に関する事項は、次のとおり

とする。 

３ 積立金の処分に関する事項 

前期中期目標の期間の最終事業年度において、独

立行政法人通則法第４４条の処理を行ってなお積立

金があるときは、その額に相当する金額のうち厚生

労働大臣の承認を受けた金額について、長寿・子育

て・障害者基金の助成事業及び自己収入財源で取得

し、当期へ繰り越した固定資産の減価償却に充てる

こととする。 
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